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研究成果の概要（和文）：モジュラー型製品開発へのシフトが、原価企画や組織間関係を通じて、イノベーショ
ンに及ぼす影響の解明を試みた。モジュラー型製品開発の実施により、原価企画活動の重点が個別製品の原価の
最適化から、複数製品で用いられる共有部品の原価の最適化に移行することが分かった。またモジュラー型製品
開発の下で原価の全体最適化を図るうえで、多様な要因と原価の複雑な関係性に精通したエンジニアや経理担当
者が重要な役割を果たすことが示された。

研究成果の概要（英文）：We studied the impact of the shift to modular designs on innovation through 
target costing and inter-organizational relationships. We found that the implementation of modular 
designs shifts the emphasis of target costing activities from the optimization of the cost of 
individual products to the optimization of the cost of shared components　used in multiple products.
 It was also shown that engineers and accountants who are familiar with the complex relationships 
between various factors and costs play an important role in the overall optimization of costs under 
modular designs.

研究分野：管理会計

キーワード： 原価企画　モジュラー型製品開発　組織間コストマネジメント　イノベーション　コスト知識

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
自動車や電子機器の分野で、モジュラー型製品開発の取り組みが拡がりを見せる中で、日本の製造企業の強みと
なってきた原価企画やバイヤーとサプライヤーの間の組織間関係に変化が迫られている。本研究の研究結果は、
モジュラー型製品開発によるイノベーションを促進するための原価企画や組織間関係のあり方に示唆を与えるも
のとして、学術的にも実務的にも大きな意義を有するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究では、原価企画とイノベーションの関係について、理論的・実証的に解明することを
試みる。グローバル競争が激化する中で、製品開発段階におけるコスト・マネジメント手法であ
る原価企画の重要性がますます高まっている。他方、グローバル競争に直面し、多くの日本企業
では、製品、生産技術、ビジネスモデルなどを絶えず革新し続けることが重要な課題となってい
る。したがって、熾烈なグローバル競争のもとで日本企業が生き残っていくためには、原価企画
を通じてコスト・マネジメントを効果的に行う一方で、イノベーションの活性化を図らなければ
ならない。  
原価企画とイノベーションの間の関係について、異なる見解が混在している。原価企画の初期
の提唱者は、製品開発において挑戦的な目標原価を設定することで、設計エンジニアの発想の転
換や知識創造が促進され、革新的な原価低減が可能となると主張する（日本会計研究学会特別委
員会, 1996）。関連領域の先行研究においても、原価企画にみられるような挑戦的な目標原価の
設定が、従業員の創造性やリスクテイクを促進するとされる（Stikin, See, Miller, Lawless 
and Carton, 2011）。さらに、創造性と制約の関係に関する先行研究は、資源や時間などに関す
る制約を与えることが創造性を促進する場合があることを示唆している(Scopelliti, Cillo, 
Busacca, and Mazursky, 2014)。原価企画における目標原価は、製品開発において使用できる資
源に関する制約となることで、設計エンジニアの創造性を促進する可能性がある。加えて、申請
者が自動車メーカーを対象に実施してきたフィールドスタディでは、原価企画に効果的に取り
組んだ結果として、資源の余剰が生み出され、余剰資源を用いたイノベーションが促進された事
例が観察されている。 
一方で、原価企画とイノベーションの関係性について、否定的な見解がある。イノベーション
に関する研究によれば、イノベーションの実現には、ある程度の余剰資源を許容し、様々な試行
や失敗を積み重ねることが不可欠とされる（Nohria and Gulati, 1996）。しかし、原価企画に代
表されるコスト・マネジメントは、組織内のムダや余剰資源を低減させようとする取り組みに他
ならない。また原価企画とは、目標原価の設定、目標原価の割付け、原価見積りのフィードバッ
クなどを通じて、創造性が求められる製品開発活動をコントロールする活動である。ただし創造
性に関する先行研究は、原価企画に見られるような原価情報に基づく経営介入が、従業員の創造
性に向けた内発的動機付けを阻害することがあることを示している（Amabile, 1996）。  
仮に、原価企画の徹底とイノベーションの促進が相反するのであれば、企業はいずれかの取り
組みを優先するか、相反しない原価企画のあり方を模索しなければならない。逆に、原価企画が
イノベーションを促進するのであれば、両者を補完的に活用することができる。本研究では、「原
価企画はイノベーションを促進するのか、あるいは阻害するのか。」を核心となる問いとして研
究を行う。本研究は、日本企業における原価低減とイノベーションに関する基本方針に対して有
益な実践的含意をもつ研究として、大きな意義を有している。 
 
 
２．研究の目的 
 原価企画について、それがイノベーションを促進すると主張する研究と、逆に、イノベーショ
ンを阻害すると主張する研究がある。そこで、本研究は、原価企画とイノベーションの関係につ
いて、フィールドスタディと実験研究を行うことで、理論的・実証的に解明することを目指す。
フィールドスタディにおいては、近年、自動車メーカーが積極的に取り組んでいるモジュラー型
製品開発に着目し、原価企画が、原価低減と製品の多様性を両立させるためのイノベーションに
対してどのような影響を及ぼすのかについて、聞き取り調査、部品取引に関わるアーカイバルデ
ータの分析、アンケート調査などを実施することで明らかにする。実験研究では、イノベーショ
ンに必要とされる個人やグループの創造性や協力行動に対して原価企画が及ぼす影響について、
経済学と心理学の観点から理論的な検討を行い、実験によって解明する。本研究では、フィール
ドスタディから得られた知見と実験研究から得られた知見を有機的に関連づけながら、原価企
画とイノベーションの間の複雑な因果関係の解明を試みる。 
 
 
３．研究の方法 
 コロナ禍にあって、当初予定していた企業の訪問調査や海外研究者との共同などが実現でき
ず、研究方法について大幅な見直しを行った。本研究が採用した研究方法は以下の通りである。 
 第 1に、モジュラー型製品開発のもとでの原価企画や組織間コスト・マネジメントを明らかに
するため、自動車メーカーおよび部品メーカーを対象とした訪問調査を予定としていたが、コロ
ナ禍にあって実施機会が得られなかったため、代替的手段として、オンラインによるインタビュ
ーを実施した。 
 第 2 に、モジュラー製品開発がバイヤーとサプライヤーの組織間関係に及ぼす影響を明らか
にすることを目的とする郵送による質問紙調査を実施した。質問紙は、わが国の製造企業で産業



材取引を行う事業部（1,975 事業部）に発送し、発送総数に対して 17.2%の回答率にあたる 339
件の有効回答を得た。 
 第 3に、モジュラー型製品開発が、自動車の完成品メーカーとサプライヤーの組織間関係や取
引関係に及ぼす影響を分析することを目的として、「主要自動車部品 255 品目の国内における納
入マトリックスの現状分析」（総合技研株式会社）を使用し、全完成品メーカーの 2003 年から直
近のデータについて、データベースの構築を試みた。 
 第 4 に、原価企画に代表される公式的マネジメントコントロールがイノベーションに及ぼす
影響を解明することを目的として、わが国の製造企業における事業部等（事業部、事業部本部、
カンパニー、子会社など）を対象とする郵送による質問紙調査を実施した。質問紙を 1,678 事業
部等に郵送し、257 件の回答を得ることができた。 
 第 5に、2つの実験研究を行った。まず、グループの創造性に対して、報酬制度やグループワ
ークの進め方が及ぼす影響を検証することを目的として、学生を被験者とする実験室実験を実
施した。また、原価の透明性が消費者行動（消費者の支払意思額や購入意向）に及ぼす影響の検
証を目的として、ウェブサイトを用いて学生を被験者とする実験を実施した。 
 
 
４．研究成果 
本研究の主要な成果は次のとおりである。第 1に、多くの企業が製品の多様性とコスト低減の
両立を目指して、製品開発上の新しい取り組み（イノベーション）として、モジュラー型製品開
発にシフトしつつある。本研究では、フィールドスタディを通じて、モジュラー型製品開発への
シフトにより、原価企画に対する取り組みが大きく変化することが明らかになった。具体的には、
モジュラー型製品開発の下では、原価企画活動の重点が個別製品の原価の最適化から、共有部品
の原価の最適化に移行する。また、個別の製品を超えて原価の全体最適化を図るうえで、製品開
発に関わる多様な要因が製品原価に及ぼす複雑な関係性に精通したエンジニアや経理担当者が
重要な役割を果たすことが示された。さらに、モジュラー型製品開発の採用により、原価の全体
最適化の実現において、部品メーカーが以前に増して重要な役割を果たすようになる。このため
完成品メーカーが、部品メーカーとの間でより緊密な情報共有や連携を促進するために、信頼に
基づく関係性の構築や強化を試みる行動が観察された。研究成果は、完成品メーカーと部品メー
カーの間の緊密な情報共有や連携が、モジュラー型製品開発の成功を支える重要な要因となる
ことを示唆している。 
第 2 に、事業部門を対象とする質問紙調査に基づき、製品のモジュラリティやデジタル化が、
組織間関係や組織間マネジメントコントロールに対して及ぼす影響について、探索的な分析を
行った。分析結果によれば、デジタル技術の活用と事業規模・技術動向の不確実性との間に正の
相関があること、デジタル技術の活用は、知識の慣性と負の相関があり、自部門のパフォーマン
スと正の相関があること、モジュラリティの程度とデジタル技術の活用やパフォーマンスの間
に正の相関がみられることなどが明らかになった。今後より詳細な分析を行う必要があるが、デ
ジタル技術を幅広く活用する事業部ほど、新たな知識獲得に積極的であり、それが成果につなが
っていることが示唆されている。 
第 3に、モジュラー型製品開発が、自動車メーカーと部品メーカーの取引関係に及ぼす影響を
明らかにすることを目指して、自動車部品に関する取引関係に関するデータベースの構築作業
を進めた。コロナ禍にあって学生バイトによる作業が遅れたため、一部についてデータベース化
を完了することはできなかった。これまでの作業を通じて、部品の種類によって、モジュラー型
製品開発の下での部品の取引関係の変化に違いがみられること、完成品メーカーによって、部品
の取引戦略に違いがみられることなどが判明している。今後、データベースの構築作業を完了さ
せ、モジュラー型製品開発が自動車メーカーと部品メーカーの取引関係に与える影響について
詳細な分析を行う。 
第 4に、製造企業の事業部を対象とするサーベイ調査を実施することを通じて、公式的マネジ
メントコントロールがイノベーションに及ぼす影響について分析を行った。分析の結果、多くの
事業部等がその戦略においてイノベーションを重視しているにもかかわらず、実際のイノベー
ションの成果は限定的であることが判明した。本研究では、事業部等で採用されている公式的マ
ネジメントコントロールの多様な手段とイノベーションの関係について探索的な分析を行った。
分析結果によれば、多くの事業が実践している診断型コントロールがイノベーションを阻害す
る一方で、対話型コントロールがイノベーションを促進することが明らかになった。加えて、本
研究では、事業部門に所属する経理担当者が、イノベーションの促進において重要な役割を果た
すことが明らかになった。具体的には、経理担当者が、事業部長の意思決定を効果的に支援して
いる事業部ほど、イノベーションが促進されることが分かった。この調査結果は、コスト知識を
保有する経理担当者が、事業部長の意思決定を積極的に支援することを通じて、イノベーション
の促進に貢献することができることを示唆するものとして注目される。 
第 5に、学生を被験者とする実験室実験を実施し、報酬制度やグループ構造がグループの創造
性に及ぼす影響について実験研究を行った。実験を通じて、固定給の群と比較して、複数のグル
ープがアイデアの創造性に基づき順位を争うコンテスト群の創造性が高いこと、グループワー
クにおいていったん個人で作業を行ったうえでグループワークを行う群の創造性が、最初から
グループワークを行う群よりも高いことなどが観察された。本研究は、原価企画のもとでアイデ



アの創造を促進するための効果的なマネジメントコントロールや組織プロセスのあり方につい
て、重要な示唆を与えるものである。 
第 6に、消費者に対して原価情報を開示することの効果を検討するための実験を通じて、原価
情報の開示が、商品やそれを販売する企業に対する信頼を高めることを通じて、消費者の支払意
思額（Willingness to Pay）を高める効果を持つことが明らかにされた。原価情報を開示するこ
とは、サプライチェーンの持続可能性を高める上で有益な手段となりうると期待される。今後、
原価情報の開示の効果やそれを効果的に実施するうえでの要件や課題について研究を行う必要
がある。 
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